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                                          2018 年 6 月 1 日 

監  査  役 会  通  信(No.26)                 

 社外監査役 堀口基次 
「コーポレートガバナンス・コード(企業統治指針)について(2) 

 
 今回は、第 2 章 「株主以外のステークホルダーとの適切な協働」についてお知らせします。 
 
[基本原則 2] 
 
上場会社は、会社の持続的な成⻑と中⻑期的な企業価地の創出は、従業員、顧客、取引先、債権者、
地域社会をはじめとする様々なステークホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを⼗分に認識し、
これらのステークホルダーとの適切な協働に努めるべきである。 
 取締役会・経営陣は、これらのステークホルダーの権利・⽴場や健全な事業活動論理を尊重する企業⽂
化・風土の醸成に向けてリーダーシップを発揮すべきである。 
 
考え方 
 上場会社には、株主以外にも重要なステークホルダーが数多く存在する。これらのステークホルダーには、従
業員をはじめとする社内の関係者や、顧客・取引先・債権者等の社外の関係者、更には、地域社会のように
会社の存続・活動の基盤をなす主体が含まれる。上場会社は、⾃らの持続的な成⻑と中⻑期的な企業価
値の創出を達成するためには、これらのステークホルダーとの適切な協働が不可⽋であることを⼗分に認識すべ
きである。また、近時のグローバルな社会・環境問題等に対する関心の高まりを踏まえれば、いわゆるESG(環
境、社会、統治)問題への積極的・能動的な対応をこれらに含めることも考えられる。 
 上場会社が、こうした認識を踏まえて適切な対応を⾏うことは、社会・経済全体に利益を及ぼすとともに、そ
の結果として、会社⾃⾝にも更に利益がもたらされる、という好循環の実現に資するものである。 
 
【原則２－１．中⻑期的な企業価値向上の基礎となる経営理念の策定】 
上場会社は、⾃らが担う社会的な責任についての考え方を踏まえ、様々なステークホルダーへの価値創造に
配慮した経営を⾏いつつ中⻑期的な企業価値向上を図るべきであり、こうした活動の基礎となる経営理念を
策定すべきである。 
 
【原則２－２．会社の⾏動準則の策定・実践】 

上場会社は、ステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理などについて、会
社としての価値観を⽰しその構成員が従うべき⾏動準則を定め、実践すべきである。取締役会は、⾏動準則
の策定・改訂の責務を担い、これが国内外の事業活動の第一線にまで広く浸透し、遵守されるようにすべきで
ある。 
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補充原則 
２－２① 取締役会は、⾏動準則が広く実践されているか否かについて、適宜または定期的にレビューを⾏う

べきである。その際には、実質的に⾏動準則の趣旨・精神を尊重する企業⽂化・風土が存在するか
否かに重点を置くべきであり、形式的な遵守確認に終始すべきではない。 

 
【原則２－３．社会・環境問題をはじめとするサステナビリティーを巡る課題】 

上場会社は、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティー（持続可能性）を巡る課題について、適切
な対応を⾏うべきである。 
 
補充原則 
２－３① 取締役会は、サステナビリティー（持続可能性）を巡る課題への対応は重要 

なリスク管理の一部であると認識し、適確に対処するとともに、近時、こうし 
た課題に対する要請・関心が大きく高まりつつあることを勘案し、これらの課 
題に積極的・能動的に取り組むよう検討すべきである。 
 

【原則２－４．⼥性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】 
上場会社は、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在することは、会社の

持続的な成⻑を確保する上での強みとなり得る、との認識に⽴ち、社内における⼥性の活躍促進を含む多様
性の確保を推進すべきである。 
 
 
【原則２－５．内部通報】 
上場会社は、その従業員等が、不利益を被る危険を懸念することなく、違法または不適切な⾏為・情報開
⽰に関する情報や真摯な疑念を伝えることができるよう、また、伝えられた情報や疑念が客観的に検証され適
切に活⽤されるよう、内部通報に係る適切な体制整備を⾏うべきである。取締役会は、こうした体制整備を
実現する責務を負うとともに、その運⽤状況を監督すべきである。 
 
 
補充原則 
２－５① 上場会社は、内部通報に係る体制整備の一環として、経営陣から独⽴した窓口の設置（例え

ば、社外取締役と監査役による合議体を窓口とする等）を⾏うべきであり、また、情報提供者の秘匿
と不利益取扱の禁⽌に関する規律を整備すべきである。 


